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発生年月日 （曜日） 時刻【注1】 地震名【注1】 死者 （負傷者【注３】）
1946年12月21日 （土） 04:19  M:8.0    南海道地震 1,330名
1948年06月28日 （月） 17:13 M:7.1    福井地震 3,769
1964年06月16日 （火） 13:01    M:7.5    新潟地震 26
1968年05月16日 （木） 09:48    M:7.9    十勝沖地震 49
1978年01月14日 （土） 12:24 M:7.0    伊豆大島近海の地震 25
1978年06月12日 （月） 17:14 M:7.4    宮城県沖地震 27 
1983年05月26日 （木） 11:59    M:7.7    日本海中部地震 104   【注２】
1993年07月12日 （月） 22:17 M:7.8    北海道南西沖地震 201
1995年01月17日 （火） 05:46 M:7.3    兵庫県南部地震 6,433
1997年03月26日 （火） 17:31 M:6.6    鹿児島県薩摩地方地震 0       （37）
2000年10月06日 （金） 13:30    M:7.3    鳥取県西部地震 0 （182）
2001年03月24日 （土） 05:41 M:6.7    芸予地震 2     （288）
2003年05月26日 （月） 18:24 M:7.1    宮城県沖地震 0     （174）
2003年07月26日 （土） 00:13 M:6.4    宮城県北部地震 0     （677）
2003年09月26日 （金） 04:50 M:8.0    十勝沖地震 2    （849）
2004年10月23日 （土） 17:56 M:6.8    新潟県中越地震 40  （4,574）
2005年03月20日 （日） 10:53    M:7.0    福岡県西方沖地震 1     （764）

【注1】 青字は授業時間外
【注2】 内、津波による死者100人 （遠足中の合川南小児童 49名中13名が犠牲）
【注3】 1995年以前の地震については負傷者数を省略
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防災拠点に指定されている公共施設の
約６割が学校施設

防災拠点となる公共施設等の耐震化推進状況調査報告書防災拠点となる公共施設等の耐震化推進状況調査報告書 平成平成１７１７年４月１日現在年４月１日現在
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他の公共施設に比べ耐震化が遅れている学校施設

公共施設等の耐震改修進捗状況公共施設等の耐震改修進捗状況 【市町村分】（抜粋）

防災拠点となる公共施設等の耐震化推進状況調査報告書より防災拠点となる公共施設等の耐震化推進状況調査報告書より 平成１平成１77年４月１日現在年４月１日現在
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平成18(2006)年4月1日現在

耐震性あり
71,681棟
（54.7％）

昭和57(1982)年以降建物
47,912棟（36.6％）

全体棟数
130,976棟

昭和56(1981)年
以前の建物

83,064棟（63.4％）

平成18(2006)年度公立学校施設の耐震改修状況調査による
耐震化の状況（小中学校）

耐震性がない建物で
未改修のもの

32,590棟（24.9％）

耐震診断未実施建物
26,705棟（20.4％）

耐震性がある建物
（改修済みを含む）
23,769棟（18.1％）

耐震性なし
未診断
59,295棟（45.3％）

耐震診断済 56,359棟 （67.9%)

※
 56,359棟(耐震診断実施棟数)
 83,064棟(昭和５６年以前)

　67.9%=
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耐 震 診 断
実 施 率

順 位
昭 和 5 6 年 以 前

の 耐 震 化 率

香 川 県 と 全 国 の 耐 震 化 の 状 況

都 道 府 県

平 成 1 8 年 4 月 1 日 現 在

2 8 . 6 % 5 4 . 7 %全 国

香 川 県 8 9 . 4 %

6 7 . 9 %

7 1 3 . 4 % 3 1 3 2 . 9 %

順 位
全 体 の 耐 震 化

率 ( 昭 和 5 7 年
以 降 も 含 む )

順 位
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全国平均
２８．６％

　公立学校施設の耐震改修状況（小中学校）
平成18(2006)年4月1日現在
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A B C D=C/A E F=E/C G H I=（E+G+H)/C J K=（B+J）/A L=J/C

香川県 1 1 0 0.0% 0 － － 0 0 － 0 100.0% 1 －

高松市 581 114 467 80.4% 408 87.4% 16 25 34 100.0% 64 30.6% 11 13.7%

丸亀市 145 31 114 78.6% 71 62.3% 18 3 9 72.8% 6 25.5% 16 5.3%

坂出市 79 21 58 73.4% 58 100.0% 1 0 0 100.0% 18 49.4% 5 31.0%

善通寺市 50 7 43 86.0% 43 100.0% 1 0 0 100.0% 0 14.0% 18 0.0%

観音寺市 102 28 74 72.5% 74 100.0% 1 0 0 100.0% 2 29.4% 12 2.7%

さぬき市 114 20 94 82.5% 74 78.7% 17 0 0 78.7% 13 28.9% 14 13.8%

東かがわ市 52 15 37 71.2% 37 100.0% 1 0 0 100.0% 4 36.5% 6 10.8%

三豊市 125 56 69 55.2% 69 100.0% 1 0 0 100.0% 17 58.4% 3 24.6%

土庄町 31 4 27 87.1% 27 100.0% 1 0 0 100.0% 4 25.8% 15 14.8%

小豆島町 34 10 24 70.6% 23 95.8% 15 0 1 100.0% 2 35.3% 7 8.3%

三木町 29 5 24 82.8% 24 100.0% 1 0 0 100.0% 5 34.5% 8 20.8%

直島町 6 0 6 100.0% 6 100.0% 1 0 0 100.0% 3 50.0% 4 50.0%

宇多津町 24 6 18 75.0% 18 100.0% 1 0 0 100.0% 1 29.2% 13 5.6%

綾川町 36 8 28 77.8% 28 100.0% 1 0 0 100.0% 4 33.3% 9 14.3%

琴平町 17 2 15 88.2% 15 100.0% 1 0 0 100.0% 0 11.8% 19 0.0%

多度津町 35 5 30 85.7% 30 100.0% 1 0 0 100.0% 3 22.9% 17 10.0%

まんのう町 34 6 28 82.4% 28 100.0% 1 0 0 100.0% 5 32.4% 10 17.9%

学校組合 5 0 5 100.0% 5 100.0% 1 0 0 100.0% 4 80.0% 2 80.0%

合計 1,500 339 1,161 77.4% 1,038 89.4% 28 44 95.6% 155 32.9% 13.4%

※１　「耐震診断Ｈ１８年実施予定」は、設置者において財政部局等の関係部局と調整のうえ、耐震診断を平成１８年中に必ず実施できるものとしている。
※２　「統廃合・改築の計画」は、統廃合・廃校・改築の計画が決定しているものとしている。

54.7%
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S56年以前の
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平成18(2006)年4月1日現在
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順位

公立学校施設の耐震改修状況調査結果について（設置者別：香川県）

小中学校
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香川県における地震災害 

 

 香川大学工学部 教授 長谷川修一 

１．はじめに 

1995年１月17日に発生した兵庫県南部地震（M7.3）は、福井地震（1948年，M7.1）以来約50

年ぶりに都市を直撃した内陸直下型地震で、死者 6,400 余名、被害総額約 10 兆円という、戦後

最大の地震災害となり、都市の災害への危険性とともに活断層への関心を高める契機となった。

また、西日本では､2000 年 10 月 6 日に鳥取県西部地震（M7.3）、2001 年 3 月 24 日には芸予地震

（M6.7）が発生し､西日本は地震活動期に入ったと考える地震学者も多い。政府の地震調査委員会

によれば。2006年 1月 1日時点における南海地震の発生確率は、今後30年以内に50％程度、50年以

内に80－90％に達する（http://www.jishin.go.jp/main/choukihyoka/kaikou.htm）。すなわち、今世

紀前半にも次の南海地震が発生する可能性が高い。 

香川県民は、1946 年の昭和南海地震以来 60 年間、大きな地震災害を経験していない。その間に、

かつて大きな被害が発生した沿岸部の干拓地、塩田は市街地となり、その沖合には埋立地が拡大した。

香川県では､過去にどのような地震被害を受け､今後どのような地震に注意しなければならない

のか、そのとき香川県はどうなるのか、これから私たちはどのように大地震に備えるのかについ

て、一緒に考えてみたい。 

 
２．過去の南海地震による香川県の被害  

南海トラフでは、約100年間隔で東海地震と南海地震が連動して発生している。しかし、発生形態

は少しずつ違っている。 

① 東南海地震（1944年、M7.9）・昭和南海地震（1946年、M8.0）やや小ぶりの巨大地震 

② 安政東海地震（1854年、M8.4）・安政南海地震（1854年、M8.4）標準的な巨大弟地震 

③ 宝永地震(1707年、M8.4-8.6)東海地震･南海地震同時発生型の超巨大地震 

④ 慶長地震（1605年、M7.9）津波地震 

（１）昭和南海地震 

昭和南海地震では、津波の波高は、最大 6m に達し、高知県を中心に多くの死者（1330 人）を出し

た。香川県では、高松と多度津で震度５、高松港では約1ｍの津波を記録し、家屋の倒壊で52名の死

者を出した。被害は塩田地帯で著しく、埋立地では液状化による噴砂が発生した。 

（２）安政南海地震 

安政南海地震（M8.4）は、安政東海地震（M8.4）の直後に発生し、津波などで 2000－3000 人の死

者があったと推定されている。香川県では、高松が震度６、死者は５名程度とされている。また、満

濃池の決壊などため池の被害が多く記録されている。 

（３）宝永地震 

宝永地震では、東海から西日本の太平洋沿岸を大津波が襲い、神奈川県から高知県にかけて広範囲

に震度６を示す被害を発生させた。死者は２万人に達すると推定されている。香川県では、２ｍの津

波で被害を発生し、沿岸部で液状化が多数発生したようである。また、八栗五剣山の峰が崩落してい

る。死者は、28名と記録されている。 

（４）慶長地震 

1605年慶長地震は、大きな地震動を伴わず、津波が沿岸を襲った津波地震と推定されている。香川

県では、震害の記録はない。この地震は、南海トラフにおいても津波地震のシナリオも想定しなけれ

ばならないことを示している。 
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３．活断層による直下型地震の可能性 

（１）長尾断層 

 長尾断層は、高松市香南町西庄からさぬき市大川町南川にいたる長さ約 24km の香川県内最大の活

断層である。政府の地震調査委員会は、長尾断層による想定地震規模をマグニチュード7.1程度、今

後30年および50年の地震発生確率をほぼゼロと評価している 

（http://www.jishin.go.jp/main/choukihyoka/katsu.htm）。 

（２）中央構造線 

政府の地震調査委員会は、2003年 2月に中央構造線断層帯の長期予測を発表した。このうち、讃岐

山脈南縁から石鎚山脈北縁東部の石鎚断層に至る区間が活動すると、マグニチュード8.0程度もしく

はそれ以上の地震が発生すると推定し、今後30年の間に地震が発生する可能性を１％未満、我が国の

活断層の中ではやや高いグループに属することになると評価している 

（http://www.jishin.go.jp/main/choukihyoka/katsu.htm）。 

 
４．南海地震の被害予測 

（１）中央防災会議による被害想定 

中央防災会議の｢東南海、南海地震等に関する専門調査会｣は、平成 14年 12 月 24 日と平成 15

年 4月 17日に、東南海、南海地震による被害想定結果を公表した。これによると、東南海地震と

南海地震が同時に発生すると（マグニチュード 8.6）、東海から四国の太平洋岸を中心に震度６強以上

の揺れ、５メートル以上の津波が起きたと仮定したところ、津波を中心に死者は最大 2 万 7 千人、

経済損失は70兆円を上回る被害を想定している（http://www.bousai.go.jp/）。 

（２） 香川県による被害想定 

香川県が行った南海地震被害想定調査では、南海地震（マグニチュード 8.4）が発生した場合、県

内で死者約 200 名、全半壊家屋約 2 万 2 千棟、津波による浸水家屋は約 5 万棟と予測している

（http://www.pref.kagawa.jp/bosai/tunami/kaisetu.html）。 
 

５．南海地震による被害と備え 

南海地震は、21世紀中ごろまでには四国を襲うと予想され、その発生確率は、ここ10年間は10％

未満であるが、20年後以降急速に高くなる。また、南海地震前には、M6.5前後の地震が香川を襲い、

局所的な被害を発生させる可能性も否定できない。したがって、向こう10年間には緊急対策を、また

20年以内に主たる対策を完了していることが望ましい。 

（１）耐震診断・耐震補強 

 阪神淡路大震災では、昭和 56 年以降の耐震基準にしない、より古い時代に建てられた建築物に大

きな被害が発生した。耐震性の低い構造で、かつ老朽化した家屋が倒壊して、多くの圧死者がでた。

したがって、まず家屋の耐震性の強化が必要である。すなわち、耐震診断と耐震補強もしくは建て替

えが、地震で死なないために、まず必要である。 

 特に、災害時に防災拠点となる施設や、病院、学校などの避難施設の耐震診断、耐震改修は向こう

10 年の重点課題であろう。民間の建築物や個人の住宅もおそくとも 20 年以内を目安に、耐震性を高

める必要がある。なお、南海地震では、長周期の地震波が、2 分程度激しく建物をゆらすため、石油

タンクなどの耐震・防火対策も課題であろう。 

（２）液状化対策 

 高松平野の震度が6弱を超えれば、埋立地を中心に、沿岸部から内陸部にかけて地盤の液状化によ

る被害が発生すると予想される。過去の南海地震で、液状化によって大きな被害をうけた塩田は、埋

め立てられ住宅地、商業地、工業地帯になっている。とくに、大型石油タンクなどの液状化対策に万

全を期す必要がある。また、護岸や河川の堤防が破壊され津波の遡上による浸水被害を拡大させるこ

とも懸念される。したがって、護岸と堤防の液状化対策は、津波による被害を軽減させるためにも、
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急がなければならない。 

（３）津波対策 

 発生する地震の規模にもよるが、瀬戸内海側の香川県にも２－３ｍ前後の津波が押し寄せる可能性

がある。２ｍ前後の津波では、木造家屋が破壊され、係留中の船舶による被害、護岸や堤防の決壊に

よる浸水被害が発生する可能性がある。このため、津波ハザードマップの整備と津波避難場所の確保、

避難訓練が必要である。 

なお、気象庁は大地震の直後に、緊急地震速報、津波警報などを出すことになっているが、なんら

かの支障により、住民まで伝わらない可能性があるので、自主的な避難が重要である。また、津波は

何波も繰り返し襲来するので、津波警報中の津波危険地区への立ち入りは危険である。 

（４）斜面災害対策 

 南海地震による斜面災害も無視できない。急傾斜地における崖くずれや落石対策が必要である。ま

た、谷やため池を埋めた造成地・廃棄物処分場などでは、地震動によるクラックや地盤沈下、場合に

よっては地すべりが発生する可能性がある。さらに、ため池の堰堤にクラックが発生し、場合によっ

ては、決壊する可能性も考えられる。これらの耐震診断と補強も今後の課題である。 

（５）ライフラインの耐震性の向上 

 地震時に発生する電気、水道、ガス、交通、通信などのライフラインの被害を軽減し、早期に復旧

させるためには、施設の耐震性を高める必要がある。また、地震動の大きさを予測し、被害箇所を早

期に割り出すシステムの整備も課題であろう。これには、都市部の地盤情報の整備が必要であり、ま

た高松平野などの地下構造の解明も課題である。 

（６）孤立対策 

 南海地震時には、道路、港湾、空港の被害によって四国地方は孤立し、1 週間程度は県外からの救

援がなく、また液状化、斜面崩壊などによって四国内の交通網が分断され、孤立無援の地域が続出し、

孤立状態が長期化する可能性が高い。このため、被害情報の早期収集体制と情報の共有化が先ず必要

で、情報は住民も共有できなければならない。また、しばらくは救援が行き渡らないことを想定すれ

ば、10日程度の水と食糧の備蓄が望ましい。 

（７）自主防災組織・防災教育 

 南海地震では、広域的に甚大な被害が発生する。したがって、すぐには救援の手が来ないと考えな

ければならない。したがって、地域の安全は地域で守る必要がある。地震などの大災害時には、奪い

合いの競争原理でなく助け合いの精神である。日ごろからの家族同士、家族間、地域間の付き合い、

連携が大事である。また、普段できないことは災害時にはできない。したがって、日頃から自主防災

組織をつくって、防災訓練などを行い、災害へ備える必要がる。そのためには、市町のハザードマッ

プの整備とそれに基づく地域の防災マップの作成が必要である。 

 

６．香川県防災対策基本条例 

大規模な災害が発生した場合、消防など行政による救助救急活動には限界があり、被害の軽減に当

たっては自らの身は自らで守る自助、地域で互いに助け合う共助が極めて重要である。しかも、南海

地震の被害は、四国だけでなく、東海地震と連動すれば、太平洋ベルト地帯が壊滅的な被害を受ける、

超広域、超複合災害となる。このとき、四国外からのすばやい救援はまず期待できない。このため、

地域は地域で救助活動、救援活動を続けなくてはならない。 

香川県では、平成16年の台風災害を教訓として、平成18年 7月、全国に先駆けて自然災害全般を

対象とした「香川県防災対策基本条例」が制定された。この条例は、地震や風水害、土砂災害などの

大規模災害に備え、災害に強い県づくりを目的に防災対策の基本理念を明らかにし、自助として何を

なすべきか、共助として何をなすべきか、公助として何をなすべきかなどを示したものである。 

 香川県防災対策基本条例の特色は、(1) 自然災害全般を対象としたこと、(2) 自助・共助の役割を

重視したこと、(3) 「災害予防対策」、「災害応急対策」を重視したこと、(4) 毎年 7 月 15 日から 21
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日までを「県民防災週間」と定め、継続的に自助・共助の取組を検証すること、(5) 市町及び県の防

災対策の検証すること、(6) 条例案作成にかかる県民の参画である。 

 本条例の内容は、以下のとおりである。 
(1) 条例の基本理念 

この条例では、こうした自助・共助・公助の連携と協働を防災対策の基本理念として、その３つは

それぞれの役割を果たすとともに、協力して動かなければならないことをうたっている。 

(2) 防災対策の主体 

この条例で定める防災対策の主体は、県民、自主防災組織、事業所、学校等、市町及び県であり、

それぞれの役割分担を「災害予防対策」及び｢災害応急対策｣に分けて定めている。 
(3) 県民、市町、県の責務等を明確に記載 
(4) 災害予防対策 

① 自助・共助の備え 
ア 正確な防災知識と地域の危険度の把握 
イ 自主防災組織の結成・参加 
ウ 建物の耐震化等 

   エ 備蓄品、非常持ち出し品の用意 
      オ 避難場所、避難方法の確認 

② 自助･共助を促す情報提供と啓発 
ア ハザードマップ等の作成 
イ 防災教育の充実 
ウ 防災意識の啓発 
エ 自主防災組織の強化・育成 

③ 公助の備え 
ア 避難体制の整備 
イ 情報伝達体制の整備 
ウ 公共施設の整備、点検 
エ 救助、救援等の体制整備 

④ 事業所と地域との連携 
⑤ 災害時要援護者の避難支援 
⑥ 災害ボランティア 

(5) 災害応急対策 

① 市町及び県による情報収集、連絡等災害時応急体制の確立 
  ② 県民の自主避難等 

③ 自主防災組織、事業者等による情報収集伝達・避難誘導・救出 
(6) 防災対策の計画的な推進等 

(7) 県民防災週間 

  
７． おわりに 

地震は自然現象で止めることはできない。しかし、災害を想定し、自分の身を守り、被害を最小限

にとどめることは、人間ができることである。南海地震へ備えることは、Ｍ6 クラスの直下型地震へ

も備えることにもつながる。 

また、防災対策には、自助・共助・公助の連携が重要であり、どの一つが欠けることがあっても、

有効な防災対策にはなりえないものである。その意味において、この条例制定を新たな契機として、

県民・市町・県が、防災意識を一つにして防災対策を進めることにより、災害に強く、安心して暮ら

せる地域社会の実現に取り組もうではありませんか。 
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